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特集報文：持続可能な社会に向けた下水道の進化の最前線 

消化ガス利用・処分の現状と利用促進検討 

宮本豊尚・髙橋啓太・大本 拓・岡安祐司
 

1．はじめに1 

地球温暖化対策の一環として、我が国では温室

効果ガス排出量を 2030年に 46％削減（ 2013年

比）、2050年のカーボンニュートラルを目指す中、

下水道事業においても一層の省エネルギー化及び

再生エネルギーの増産が必要となっている。下水

汚泥の嫌気性消化により生成する消化ガスは、下

水道事業における温室効果ガス排出削減対策を進

める上で、カーボンニュートラルな再生可能エネ

ルギーとして扱うことができる重要な資源である。 

しかしながら、全国で発生している消化ガスの

うち約14％が焼却処分されている1）。これは消化

ガスの発生自体に季節変動があるとともに、その

利用についても季節変動があり（図 -1）、各処理

場単位で評価すると発生と利用のギャップが存在

していることも一因である。そこで、本報では、

消化ガスの利用状況に関する全国調査結果を示す2)

とともに、季節変動に伴うギャップの平準化によ

る更なる利用可能な消化ガス利用促進の可能性に

ついて検討結果を述べる3)。 

 

 

 

 

 

 

 

2．消化ガスの発生と利用の現状 

2.1 調査手法 
 嫌気性消化に関する全国の実態を把握するため、

令和元年度時点で消化を行っている276処理場を

対象にアンケート調査を実施した。なお、全処理

場から回答を得たが、項目によっては回答が得ら

れないものもあった。調査項目は、令和元年度に

──────────────────────── 
Study on Digestion Gas Utilization: Current Trends and 
Promotion Strateg 

おける月別投入汚泥量、固形物（TS）濃度と有

機物（VS）濃度、月別消化ガス発生量、月別消

化日数、利用用途などである。季節変動によるガ

ス発生量の変化についてはガス発生量変動率を以

下の通り定義して整理を行った。 

F=月別のガス発生量÷当該月の日数 

ガス発生量変動率=
Fmax－Fmin

年間のガス発生量/当該年の日数
 

 
2.2 調査結果 
 全処理場におけるガス年間発生量の分布を図-2

に示す。平均値は 1361.0千Nm3/年、中央値は

580.5千Nm3/年であった。全処理場における投入

VSあたりのガス発生量及びガス発生量変動率の

分布を図-3に示す。平均値は501.2Nm3/t-VS、中

央値は484.2Nm3/t-VSであった。汚泥消化が順調

に行われている場合500～600 Nm3/t-VSの消化ガ

ス が 発 生 す る と さ れ て い る が 4) 、 実 績 で は

500Nm3/t-VSを下回る処理場は約半数の125処理

場にも上っている。なお、これらの施設での消化

を改善し、500 Nm3/t-VSのガス発生量が得られ

るとすると、全国で年間約4千万Nm3のガスが追

加で得られる計算となり、エネルギー換算すると

約1000TJ/年に相当する。（消化ガスの低位発熱

量は22,000kJ/Nm3とした 4）。）  ガス発生量変動

率の中央値は0.31であり、半数の処理場で季節変

化により年間の日平均値から3割以上増減してい

た。さらに、ガス年間発生量が100千Nm3/年未満

の小規模な処理場では変動率の中央値が0.85とな

るなど、規模の影響が小さくなるほど変動率は大

きくなる傾向がみられた。 

 

 

 

 

  

図-2 ガス年間発生量の分布  

図-1 全国の消化ガス月別日平均発生量と焼却処分量  
（令和元年度実績 ※土木研究所調べ）  
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 表-1に示すガス発生量の変動パターンを分類す

ると図-4に示す結果となった。下水の温度が高い

夏季は下水管内で有機物分解が促進されるなどの 

 

 

 

 

  

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ガス発生規模毎の季節変動の影響  

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

理由で、規模によらず「夏季発生」に比べ「冬季

発生」が多い。規模が大きくなるに従い、「夏季

発生」は減少し、「冬季発生」は概ね一定で、「変

動なし」の割合が増加する傾向がみられた。 

特に小規模かつ加温を行わない処理場では、冬

季に温度が低下し、ガスの発生が抑制される。こ

のような処理場は「夏季発生」に分類され、ガス

も利用されていない結果であった。汚泥等を集約

して投入量を増やすとともに、冬季に十分な加温

を行うことでガス発生量が増加すれば、ガスの利

用も可能となると考えられた。 

図-5に消化ガスの処分を行っている処理場にお

ける用途別のガス利用状況を示す。ガス発生量が

0～100千Nm3/年の処理場での利用用途は、加温

のみであり、ガス発生量の約8割が処分されてい

た。ガス発生規模が大きくなるに従って有効利用

の割合が増加し、処分される割合が減少していた。 

3．需給ギャップの平準化検討 

3.1 検討手法 
 需給ギャップの平準化検討は、消化ガスの焼却

処分を行っている151処理場のうち、ガスホルダ

の容量が不明等のデータがそろわない処理場を除

いた141処理場を対象に実施した。検討フローを

図-6に示す。消化ガス発電未導入の処理場につい

ては、処分ガス量で新たな発電機の稼働の可否に

ついて判断し、利用可能なガス量を計算した。処

分ガス量が25kWの発電機を動かすのに最低限必

要な消化ガスである約100千Nm3/年を下回る処理

場（Case5）については、ガスホルダの運用だけ

では有効利用量を増やすことは困難と判断した。 

消化ガス発電機を有する処理場については、ま

ず既存発電機を最大限運転することを想定した。

既存発電機が一年を通じて最大出力で運転した場 
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図-3 全国における投入VSあたりのガス発生量（左）  
とガス発生量変動率の分布（右）  

図-5 ガス利用状況  
（消化ガスの処分を実施している処理場）  
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合に必要となる消化ガス量（以下「理想ガス量」

という。）から令和元年度に発電で使用された消

化ガス量を除いた量を年間不足量と定義し、年間

の処分ガス量（以下「年間処分量」という。）と

の大小関係から貯留量を求めた。理想ガス量の計

算には発電機の設備利用率が95％以上の8処理場

での発電容量と発電利用ガス量から求めた近似式

（理想ガス量（千Nm3/年）=4.9983×発電容量

(kW)+7.7563）を用いた。なお、既存発電機を最

大限運転してもなお発電機を運転するのに十分な

ガス量がある場合（Case3）は、発電機を増設し

年間処分量の全量を利用することと設定した。 

貯留量は、Case1では年間処分量、Case2では

年 間 不 足 量 と な る 。 発 電 機 を 増 設 す る 場 合

（Case3及びCase4）は増設発電機で使用するガ

ス量を考慮する必要がある。この時の貯留量は

qk=（k月の処分量）－（年間処分量）÷366×

（k月の日数）とすると、       である。 

 

図-7にガス発生量に対するガスホルダ貯留可能

容量を示す。参考文献4にあるようにガスホルダ

の容量は発生消化ガスの約半日分となっている処

理場が多い。ガスホルダの圧力形式は、一般に低

圧式を使用するとされている。ガスホルダの圧力

については調査を行っていないため、ガスの焼却

処分を行っている全ての処理場において低圧式の

ガスホルダが設置されていると仮定し、これを加

圧式のガスホルダへ転換することによる平準化の

効果と求められる対策について試算を行った。 

使用したデータのうち、月別ガス発生量、月別ガ

ス利用用途・利用量、月別ガス焼却処分量、ガス

発電機の発電容量、月別ガス発電量、ガスホルダ

の容量は令和元年度の値で代表できると仮定し、

先述のアンケート結果をもとに解析を行った。 

3.2 結果 
3.2.1 消化ガス発電を実施している処理場 
 141処理場のうち消化ガス発電を実施している

処理場は64処理場であった。このうち、Case1が

46処理場と最も多くなっており、Case2が7処理

場、Case3が11処理場となった。参考文献5より、

敷地面積を変更しない条件であれば、加圧式に更

新すると低圧式ガスホルダの20倍まで貯留でき

ると考えられる。貯留量が既存ガスホルダ容量の

20倍以内となる処理場はCase1が22、Case2、

Case3はそれぞれ3処理場と全体の半数程度が該

当した（図-8）。 

3.2.2 消化ガス発電を実施していない処理場 
 141処理場のうち消化ガス発電を実施していな

い処理場は77処理場であった。このうち、年間

処分量が100千Nm3を超える処理場（Case4）は

44箇所であった（図-9）。貯留量が既存ガスホル

ダ容量の20倍以内となる処理場は、19処理場と

約半数が該当した。また、年間処分量が100千

Nm3を下回り、貯留量試算の対象外となった処

理場（Case5）は33箇所が該当した。 

3.2.3 貯留により追加で利用可能となるガス量 
 貯留により追加で有効利用が可能となる消化ガ

スと最大貯留量及び処分量を表-2に示す。仮に全

ての処理場で十分な敷地があり、今回想定した貯

留量を全て有効利用できると仮定した場合、検討

対象とした141処理場における年間発生量の約

14％、年間処分量の約95％に相当する消化ガス 
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量約33,000千Nm3/年が、既存の利用に加えて追

加で利用することが可能となる。3.1で先述した

近似式を用いると、発電としては約6,700kWhの

効果が期待された。また、低圧式ガスホルダの

20倍まで貯留する場合、141処理場の年間発生量

の約 11％、焼却処分量の約 7割に相当する約

25,000千Nm3/年が追加で利用でき、同じく近似

式により約5,000kWhの発電効果が期待された。

いずれも現在消化ガス発電を導入していない処理

場での利用（Case4）や発電能力不足の処理場に

おける適性化（Case3）による効果が大きな割合

を占めていた。 

4．まとめ 

 本研究を通じて、以下のことが明らかとなった。 

・投入汚泥あたりのガス発生量が500Nm3/t-VS

を下回る消化が不十分な処理場は全体の約半数 

・半数の処理場で季節変化により年間の日平均値

から3割以上増減。規模が大きくなるに従い、

「夏季発生」は減少し「変動なし」が増加。 

・ガス発生量が0～100千Nm3/年の処理場の利用

用途は加温のみであり、ガス発生量の約8割が

処分。規模が大きくなるに従い、有効利用の割

合が増加。 

・ガスの貯留により現在処分している消化ガスの

最大約95％を使用できる可能性が示唆。 
 

土木研究所においては、中小規模の都市におい

ても導入可能な消化ガスの増産技術について、今

後も検討を進めていきたいと考えている。 
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Case1 Case2 Case3 Case4 Case5 合計
46 7 11 44 33 141

120,000 6,300 18,000 65,000 17,000 230,000
9,100 750 5,100 19,000 1,400 35,000

追加利⽤量※1（千Nm3/年） 9,100 460 5,100 19,000 0 33,000
最⼤貯留量※2（千Nm3/年） 9,100 460 790 2,900 0 13,000
処分量※3（千Nm3/年） 0 280 0 0 1,400 1,700
追加利⽤量（千Nm3/年） 2,800 140 4,700 17,000 0 25,000
最⼤貯留量（千Nm3/年） 2,800 140 390 1,700 0 5,000
処分量（千Nm3/年） 6,300 610 400 1,200 1,400 10,000

  ※1 追加利⽤量︓貯留と発電機導入により、新たに利⽤できるガス量
※2 最⼤貯留量︓平準化のために貯留する最⼤のガス量
※3 処分量︓有効利⽤できないガス量

項目
処理場数

現在のガス発⽣量（千Nm3/年）
現在の処分量（千Nm3/年）

ガス貯留
（敷地制限無し）

ガス貯留
（低圧ホルダの20倍）

表-2 貯留による消化ガスの追加利用量と処分量  


